
避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針 改定のポイント（令和３年５月）

■改定の経緯…「令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難のあり方について（最終とりまとめ）」令和２年12月24日

＜課題・背景＞
○ 近年の災害においても高齢者や障害者が犠牲となっており、災害における全体の死者のうち65歳以上の高齢者の割合は、令和元年台風第

19号では約65%、令和２年７月豪雨では約79%であった
○ 災害時の避難支援等を更に実効性のあるものにするためには、個別避難計画の作成促進が重要

■災害対策基本法の改正（令和３年５月）
避難行動要支援者ごとに「個別避難計画」の作成を市町村の努力義務とするとともに、作成に必要な個人情報の利用及び個別避難計画の

活用に関する平常時と災害発生時における避難支援等関係者への情報提供について、個人情報保護条例等との関係を整理の上、規定を新設

○優先度の高い避難行動要支援者についての個別避難計画の作成目標
・市町村が主体となり、地域の実情に応じておおむね５年程度で作成に取り組む

○個人番号を活用した避難行動要支援者名簿・個別避難計画の作成・更新
・個人番号（ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ）を活用して、避難行動要支援者名簿・個別避難計画に記載する情報を取得できる

ようになり、自治体職員の業務負担の軽減や、現状に即した避難支援等につながること

○個別避難計画の作成に関する留意事項
・計画作成の業務には、本人の状況等をよく把握し、信頼関係も期待できる福祉専門職の参画が極めて重要

・避難を支援する者の確保（個人とともに団体（自主防災組織や自治会等）も避難支援等実施者になり得る）

・避難を支援する者の負担感の軽減（複数人で役割分担をする、地域の避難訓練等を通じた支援者の輪を広げる取組）

・計画の作成後も、計画内容の改善や避難の実効性の向上につながるため、避難訓練を行うことが適切

・個別避難計画情報についての避難支援等関係者への提供（本人の同意又は条例に特別の定めがある場合は、平時か
ら地域の自主防災組織や消防団、民生委員等の避難支援等関係者と情報を共有）

・社会福祉施設等から在宅に移る避難行動要支援者については、速やかに避難行動要支援者名簿に記載し、
避難支援に切れ目が生じないように留意 など

主な改定内容（記載の追加）
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